
第８期介護保険事業計画における令和３年度の取組実績について

【自立支援・介護予防・重度化防止（全16取組）】

第８期における
具体的な取組

目標
（事業内容、指標等）

実施内容 評価 自己評価内容 課題と対応策

〇介護予防把握事業

○地域包括支援センター
・元気力チェックシート有効回答者
　　　　　　  　　  （Ｒ3） （Ｒ4） （Ｒ5）
                     780    790    800
・事業該当者
　　　　　　　   　 （Ｒ3） （Ｒ4） （Ｒ5）
　                   400    405    410

○元気力測定会
・元気力チェックシート有効回答者
　　　　　　    　　（Ｒ3） （Ｒ4） （Ｒ5）
                     400    400    400
・事業該当者
　　　　　    　　　（Ｒ3） （Ｒ4） （Ｒ5）
                     200    200    200

○地域包括支援センター
・元気力チェックシート有効回答者
536人
　
・事業該当者
393人
　
○元気力測定会
・元気力チェックシート有効回答者
55人
　
・事業該当者
35人

△

○元気力測定会は、後期
は感染防止対策を取りなが
ら実施できたが、前期は、
緊急事態宣言を受け、中止
となったため、数値目標を
達成できなかった。

【課題】
○新型コロナウイルス感染症の影響により、測定会の開催が予定
の半数しかできず、チェックシートの回答者数等の数値目標を達成
できなかった。
○今後、ウィズコロナに合わせた実施方法を模索していく必要があ
る。
○元気力チェックシート実施後にサービスの利用だけでなく、セルフ
マネジメントを推進していく必要がある。

【対応策】
○介護予防事業担当者連絡会等を利用し、チェックシート実施方法
について、各地域包括支援センターで行っている取組状況や現状
把握した内容の情報交換を行う。
○元気力チェックシート実施後に、セルフマネジメントにより積極的
に介護予防の取り組めるように、元気力向上手帳の活用などの有
効な方法の提案のほか、必要性について研修を行う。

〇地域リハビリテーション活動
支援事業

【事業内容】
○自立支援・介護予防の取組み強化に向けて、訪
問や地域ケア会議、通いの場へのリハビリテーショ
ン専門職の関与の促進を目指す事業。

【指標】
〇地域リハビリテーション連携会議
実施回数　年２回

〇リハビリテーションサービス調整会議（自立支援
型地域ケア個別会議）
実施回数　年９回
（各地域包括支援センター２事例報告・検討）

○地域リハビリテーション連携会議
・実施回数　2回
・参加者　47人

〇リハビリテーションサービス調整会議
（自立支援型地域ケア個別会議）
・実施回数　9回
・事例数　38事例
・参加者　190人

◎

○緊急事態宣言中におい
ても、オンラインを活用する
ことで、すべての会議が予
定通り開催できた。

○地域リハビリテーション
連携会議では医師会や歯
科医師会をはじめとする各
関係機関の委員の意見や
検討を通じて、リハビリテー
ション提供体制の課題の洗
い出しを実施した。

○リハビリテーションサービ
ス調整会議は専門職に加
え、各地域の第2層生活支
援コーディネーターにも参
加いただき、専門職と地域
の担い手の相互理解や連
携が進んだ。

【課題】
○コロナ禍の要支援（介護）者への影響を把握するとともに、介護保
険での通所や訪問リハビリテーションの終了者を通いの場への繋ぐ
取組みの推進が求められている。
○リハビリテーションサービス調整会議（自立支援型地域ケア個別
会議）を通じて、各地域包括支援センター職員のアセスメント力及び
マネジメント力の差がみられた。

【対応策】
○連携会議など様々な会議や研修を通じて、コロナ禍の要支援（介
護）者への影響を関係者間で共有するとともに、先進的な取り組み
の把握と普及を進める。
○アセスメント力の向上とともに、そのアセスメントに基づいた地域
資源の活用などのマネジメント力向上に向けた研修や事例集を発
行する。

令和３年度（年度末実績）第８期介護保険事業計画に記載の内容
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第８期における
具体的な取組

目標
（事業内容、指標等）

実施内容 評価 自己評価内容 課題と対応策

令和３年度（年度末実績）第８期介護保険事業計画に記載の内容

〇リハビリテーション専門職に
よる住民主体型介護予防事業

【事業内容】
○リハビリテーション専門職との協働で、１０の筋ト
レを実施する通いの場の拡充を目指し、体験講座
やグループへの専門職派遣、継続支援を実施す
る。
○また、すでに住民運営で活動している福祉の森
サロンなどへリハビリテーション専門職を派遣し介
護予防プラス出前講座を実施する。

【指標】
〇１０の筋トレグループの立ち上げ数、継続数
R３年度　２０グループ、１００グループ
R４年度　１０グループ、１１０グループ
R５年度　１０グループ、１２０グループ

〇介護予防プラス出前講座実施グループ数
１年間２０グループ

○１０の筋トレグループの立ち上げ・継
続支援
・体験講座やグループへのリハビリテー
ション専門職派遣、地区合同筋トレなど
実施し、新たに１１グループが立ち上が
り、計９０グループ（登録者１,４２７人）と
なった。

・コロナ禍での新たな取り組みとして、
オンライン１０の筋トレやグループリー
ダーを対象としたZoom体験講座を実施
した。

○介護予防プラス出前講座は１２回２３
６人参加。講座アンケートでは、大変良
かった、良かったが97％。

○

○数値目標では、緊急事
態宣言中は体験講座など
事業の中止もあり、立ち上
げグループ数では55％、継
続グループ数では90％と、
目標に達成しなかった。

○しかし、以下のような新
たな取組みを実施した。
　①東京都みんなでサロン
モデル事業（都事業）や住
宅供給公社（JKK）との連携
で、集会所を活用したグ
ループが新たに立ち上がっ
た。
　②都「新しい日常におけ
る介護予防・フレイル予防
活動支援事業」を活用し、
オンラインの活用を推進す
る講座を実施。

【課題】
○グループ立ち上げ数が数値目標を達成していない状況におい
て、通いの場の拡充のため、高齢者が活用しやすい場の情報提供
が必要である。
○派遣する専門職の人数の拡充やフレイル全般に関するスキル
アップが必要である。
○ウェルネス活動支援事業も含め、通いの場全体の見える化が必
要である。
〇互助である通いの場が、通所Bなど共助のサービスとなっていくよ
う機能強化が必要である。

【対応策】
○新たな場所として、引き続き都営住宅やJKK集会所の活用を進め
るとともに、ウェルネス活動支援事業を通じて集会所などの活用の
周知も行う。
○東京都介護予防・フレイル予防推進支援センターとの連携を強化
し、専門職向け研修を実施するとともに、事業のPDCAチェックを実
施する。

〇生活支援体制整備事業

○生活支援コーディネーター
　　　　　 （Ｒ３） （Ｒ４）（Ｒ５）
　地域数　   2   　 2       0
　(累計）  　16     18　   18
※R4までに全18地域に生活支援コーディネーター
の配置を完了する。

○協議体の運営・活動支援
板橋区社会福祉協議会と緊密な連携を図りなが
ら、各地域における企画・活動発信、外部団体（民
間企業や他の地域団体等）との交流等への支援を
継続して行う。

○生活支援コーディネーター
新規地域の配置なし

○運営・活動支援
新型コロナウイルス感染症の対策を講
じつつ、協議体同士の連携を図るため
に、Zoom等のオンラインを用いた連絡
会や研修会等を開催した

・第２層定例会開催数（18地域）：164回
・第2層協議体SC中堅研修：３回
・第2層協議体オンライン交流会：1回
・第2層SC連絡会：３回
・第2層協議体ブロック別連絡会（４ブ
ロック）：各１回
・SC×リハ職合同大会：１回

○

○生活支援コーディネー
ターの未選出地域について
は新たに配置することがで
きず、目標値の達成には至
らなかった。

○しかしながら、オンライン
を活用するなど、新型コロ
ナウイルスの影響により通
常の会議開催が難しい状
況下でも協議体の活動が
止まらない仕組みづくりが
できた。

【課題】
○第2層協議体に関する地域住民の認知度が低いため、周知活動
の強化が必要である。
〇生活支援コーディネーター未配置の地域があり、会議やイベント
開催等を通じて、選出に向けた機運醸成が必要である。

【対応策】
○各地域ごとに作成した広報紙やチラシ等で地域住民への周知活
動を行う。また、感染症対策を徹底しながら住民参加型イベント等を
開催することで協議体の活動内容の周知や住民のニーズ調査等を
行う。
〇生活支援コーディネーター未配置地域については、感染拡大状
況等を注視し、オンライン等も活用しながら配置支援を継続してい
く。
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第８期における
具体的な取組

目標
（事業内容、指標等）

実施内容 評価 自己評価内容 課題と対応策

令和３年度（年度末実績）第８期介護保険事業計画に記載の内容

○療養相談室

○療養相談室等による、医療と介護が連携した地
域における包括的かつ継続的な在宅医療の提供
（年間４００件以上）

○相談件数（新規）
702件

◎

○在宅療養支援の相談窓
口として、コロナ禍で行動
が制限される中、研修、会
議、学会等へ参加し相談対
応力の向上と関係機関との
連携に努めた。
○また、件数も目標値を大
きく上回った。在宅医療推
進協議会では、実績の紹
介とともに意見交換のため
の困難なケースの紹介も
行った。

【課題】
○会議や研修がWeb中心となり、顔を合わせるからこその連携が出
来ないため、関係性の構築が難しかった。
○幅広く広報はしているが、まだまだ知らなかったという方も多かっ
た

【対応策】
○今後は「ちょっと聞きたい」を可能にすることで、口コミによる周知
を期待したい。
○新たに令和４年度から「ハートページ」（年１回発行される介護
サービス事業者情報をまとめたガイドブック）掲載のための準備・調
整を行った。

〇医療・介護連携情報共有シ
ステムの検討

（R3年度）
運用方法の検討・決定
（R4年度）
運用準備・試行
（R5年度）
運用開始

〇「東京都多職種連携ポータルサイト」
の活用を含めた、医療・介護連携情報
共有システムの利用に関するガイドライ
ン案を作成した。

○

○「東京都多職種連携ポー
タルサイト」（以下、「ポータ
ルサイト」）の利用普及・利
用効果について検討した結
果、ポータルサイトに限定し
た運用支援ではなく、既に
医療・介護関係者が活用し
ている医療・介護連携情報
共有システムの利用も含め
た情報共有のガイドライン
を策定することとした。
○新型コロナウイルス感染
症再拡大の影響のため、
医療関係者及び介護事業
者等の団体からの意見聴
取を踏まえた協議・調整は
残るが、ガイドライン案の作
成は完了した。

【課題】
〇新型コロナウイルス感染症再拡大の影響もあり、医療関係者や
介護事業者等の団体にガイドライン案についての意見聴取の実施
に至らなかった。

【対応策】
〇ネットワーク懇話会など多職種が参加する機会をとらえてガイドラ
イン案についての意見聴取を進め、その内容についても検討してい
く。
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第８期における
具体的な取組

目標
（事業内容、指標等）

実施内容 評価 自己評価内容 課題と対応策

令和３年度（年度末実績）第８期介護保険事業計画に記載の内容

〇多職種による会議・研修

○在宅療養ネットワーク懇話会
・実施回数　年2回

○地域ケア会議
・地区ネットワーク会議
　実施回数　年14回

・小地域ケア会議
　実施回数　年14回

・認知症初期集中支援チーム員会議
 年114回

・地域リハビリテーションサービス調整会議（自立支
援・介護予防のための地域ケア個別会議）　実施回
数　年9回
各地域包括支援センター年2事例提出

・地域ケア政策調整会議
 年3回

○在宅療養ネットワーク懇話会
・実施回数　年1回

○地域ケア会議
・地区ネットワーク会議
実施回数　16回（単独、合同による開催
を含む）

・小地域ケア会議
実施回数　21回
検討ケース数　23件

・認知症初期集中支援チーム員会議
実施回数　99回
検討ケース数　343件

・地域リハビリテーションサービス調整
会議（自立支援・介護予防のための地
域ケア個別会議）
実施回数　年9回
各地域包括支援センター2事例提出

・地域ケア政策調整会議
実施回数　3回

○

○概ね数値目標を達成し
た。
○各地域ケア個別会議に
おいて地域包括支援セン
ター等が把握した地域課題
を、政策調整会議において
区全体で共有し、地域課題
の解消に向けた事業実施
を行った。

【課題】
○令和３年度より地域ケア会議の体制を整理し、各会議の実施を
行ったが、開催目的の認識や、区の方針について、地域包括支援
センターとの共有をより深める必要がある。
○また、新型コロナウイルス感染症の影響により開催方法に平時よ
りも工夫が必要となった。

【対応策】
○東京都が主催する地域ケア会議アドバイザー養成講座に各地域
包括支援センター職員等を推薦していく。
○また、地域住民や各関係機関との相互的協力体制を構築し、地
域課題・地域資源の把握を効果的に実施するための地域ケア会議
の運営方針兼マニュアルの共有を深めることで、地域包括支援セン
ターを中心とした地域での相談支援体制を推進し、地域包括支援セ
ンターの機能強化を図る。

〇認知症初期集中支援事業

【事業内容】
○適切な医療や介護等につながっていない認知症
の人および家族に対し、認知症の専門的な知識・
技術を有する認知症サポート医と地域包括支援セ
ンターの認知症地域支援推進員等による多職種の
チームで訪問等により支援する、認知症初期集中
支援チームを設置し、認知症の疑いのある方に対
して、適時・適切な医療や介護等を支援する事業。

【指標】
（１）認知症初期集中支援チーム員会議
　年114回

（２）支援対象者
　　　　（Ｒ3） （Ｒ4） （Ｒ5）
      　76人   77人　 78人

（３）医療／介護への引継　100％

（１）認知症初期集中支援チーム員会議
99回

（２）支援対象者　91人

（３）医療／介護への引継　100％

新型コロナウイルス感染症の予防対策
を講じ、19か所の認知症初期集中支援
チーム全てが活動した。会議はオンライ
ン会議、書面開催などを取り入れた。

◎

（１）概ね目標値を達成し
た。なお、各チーム２か月
に１回は会議を開催するこ
とを目標に活動しており、
半数の９チームは目標を達
成できた。
（２）全体としての支援対象
者数は目標を大きく上回っ
ている。
（３）全ての支援対象者が、
医療または包括支援セン
ターの見守りを含めた、介
護に繋がっている。

【課題】
〇各チームの立ち上げ年度やチーム員変更が要因で、チーム員の
認知症対応力に差がある。
〇各チームと地域かかりつけ医との連携が十分に図れていない。

【対応策】
〇区の研修や認知症支援コーディネーターの活動、認知症疾患医
療センターの支援等により、全チームの認知症対応力向上を図る。
〇地域の医療・介護関係者に対し、作成した報告書を活用して事業
について知ってもらい、連携する。
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第８期における
具体的な取組

目標
（事業内容、指標等）

実施内容 評価 自己評価内容 課題と対応策

令和３年度（年度末実績）第８期介護保険事業計画に記載の内容

〇認知症サポーター活動支援

【事業内容】
○認知症の人や家族の一人一人が尊重され自分
らしく安心して暮らし続けられるよう、認知症の人も
介護家族も生き生きと暮らし活躍できる地域共生社
会をめざし、認知症の正しい知識の普及啓発、認
知症の人や介護家族のニーズに合った支援につな
げる仕組みを地域ごとに構築する。

【指標】
（１）認知症サポーター中級講座　年１回

（２）キャラバン・メイト連絡会　年１回

（３）認知症サポーターのひろば　年１２回

（１）認知症フレンドリー講座　３回制（３
回目はキャラバン・メイト連絡会と合同
開催）

（２）キャラバンメイト連絡会の１回

（３）認知症サポーターのひろば１０回

◎

（１）認知症フレンドリー社
会を目指した地域づくりの
担い手を増やすため、講座
名を認知症フレンドリー講
座に変更した。3回制の講
座を対面・オンラインを併用
し開催した。
（２）新型コロナウイルス感
染症対策を講じるため、対
面・オンラインを併用し開催
した。
（３）参加者と相談し、新型
コロナウイルス感染拡大中
は、開催を見合わせたが、
電話や手紙で連絡を取っ
た。

【課題】
〇地域における相互の見守りや助け合いを行い、高齢者自身も地
域づくりの担い手となって活躍することが期待されている。

【対応策】
○チームオレンジの開始をめざし、コーディネーターの育成、認知症
キャラバン・メイトや認知症サポーターを中心としたチームづくり、活
動拠点づくり等を検討する。
○区の講座や連絡会を開催し、認知症サポーターやキャラバン・メ
イトのスキルアップやネットワークづくりを行う。

〇高齢者見守り調査事業

【事業内容】
○年に１回、民生・児童委員が区内の75歳以上の
高齢者宅を訪問して、支援が必要な方を地域包括
支援センターや区の適切な高齢福祉サービスに繋
ぐ。

【指標】
○見守り調査の訪問率（※）80％以上を維持する。
※調査人数÷名簿掲載人数

○名簿掲載人数：73,684名
○調査人数：59,897名
○訪問率：81.3%

◎

○目標値を達成できた。
○新型コロナウイルス感染
症の影響が大きかったが、
高齢者が引きこもりがちに
なるコロナ禍だからこそ、高
齢者の見守りや状況把握
のために必要な事業であっ
た。
○感染拡大防止の対策を
とり対象者の全戸訪問を実
施したことで、支援が必要
な高齢者を把握し、必要な
サービス等につなげること
ができた。

【課題】
○新型コロナウイルス感染症の影響により、訪問率が調査時期の
感染状況等に左右されやすい。

【対応策】
○インターホン越しによる調査の推奨や日常生活で見かけた際の
状況を結果に記入可能とする等、対面の調査によるリスクの軽減を
図っている。
○今後も、区民と民生・児童委員の双方の感染リスクを下げつつ、
区民の生活実態の把握を継続できる方法を引き続き検討する。
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第８期における
具体的な取組

目標
（事業内容、指標等）

実施内容 評価 自己評価内容 課題と対応策

令和３年度（年度末実績）第８期介護保険事業計画に記載の内容

〇ひとりぐらし高齢者見守り対
象者名簿事業

【事業内容】
○70歳以上でひとり暮らし高齢者を対象として、ひ
とりぐらし高齢者見守り対象者名簿を作成する。
○本名簿を警察、消防、民生・児童委員や区の関
係機関に配付し情報共有することで、緊急時に関
係機関が名簿を活用し、本人の安否確認や緊急連
絡先への連絡を行う。

【指標】
○新規名簿登録者数　年200人

○名簿登録者：4,875名
○新規登録者：273名

○

○計画値を達成できた。 【課題】
○引き続き積極的に事業の周知並びに登録勧奨を行いつつ、既存
の登録者の登録情報の定期的な更新が必要となる。

【対応策】
○新規登録の勧奨については民生・児童委員や地域包括支援セン
ターへの周知協力依頼、区の広報物への掲載を通して積極的に周
知を図る。
○既存の登録情報の更新についても民生・児童委員及び地域包括
支援センターの訪問時に情報確認等を行ってもらうよう協力を依頼
する。

〇見守り地域づくり協定

【事業内容】
○区と民間事業者の間で協力体制を確立し、連携
して見守り等の活動を行うことを目的として、以下
の取組に関する協定の締結を目指す。
①高齢者等に対する「緩やかな見守り」の実施
②認知症の人やその家族を支える地域づくりへの
協力
③高齢者等の消費者被害の防止
④各地域における第２層協議体（支え合い会議）へ
の協力
⑤その他の地域活動支援など

【指標】
（R３年度）
　協定の締結
（R４年度以降）
　協定に基づく見守り・地域づくりの実施、協定内容
の検討（更新）

○協定締結先：２社

◎

○計画値を達成できた。 【課題】
○高齢者等の見守り体制の充実に向けて、より多くの民間事業者と
の連携体制を構築することが必要となる。

【対応策】
○様々な機会を捉えて、啓発・広報を行うことで、民間事業者におけ
る区の地域づくり・見守りに関する施策・事業への認知度を高め、協
定の締結に繋げる。
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第８期における
具体的な取組

目標
（事業内容、指標等）

実施内容 評価 自己評価内容 課題と対応策

令和３年度（年度末実績）第８期介護保険事業計画に記載の内容

〇各サービス施設の整備

〇各サービス施設整備計画数

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護
　 （R3）   　（R4） 　 （R5）
      1           1         1

・小規模多機能型居宅介護
　 （R3）   　（R4） 　 （R5）
      1           1         1

・看護小規模多機能型居宅介護
　 （R3）   　（R4） 　 （R5）
      1           1         1

・認知症対応型共同生活介護
　 （R3）   　（R4） 　 （R5）
      1           1         1

○令和3年度開設施設数　　　０

△

①令和3年度に開設を予定
していた認知症高齢者グ
ループホームと小規模多機
能型居宅介護で入札の不
調があり、工事着工が遅れ
たため、年度内に開設しな
かった。
②随時に開設協議を受け
付ける体制としている定期
巡回・随時対応型訪問介護
看護と看護小規模多機能
型居宅介護では呼応する
事業者が現れず、年度内
の施設開設が実現しなかっ
た。

【課題】
①建設資材の納品の遅れなどにより工事が遅れ、開設も遅延する
可能性がある。
②事業の採算性や人材確保等の問題から事業参入が難しい施設
である。

【対応策】
①事業者から定期的に報告をもらうなど、進捗状況の把握に努め
る。
②新規開設を検討する事業者の相談に随時対応し、開設に繋がる
様に情報提供を行う。
③令和５年度までの計画期間内に整備計画数に到達するために、
事業者の公募内容を再検討し、募集施設の種類・数の再設定、東
京都補助金の増額制度を活用した補助金の増額、公募期間の複数
回設定、募集圏域の拡大等を行い、年間を通じた形で公募を実施
する。

○シニア世代活動支援プロジェ
クトの推進

・フレイルサポーター養成講座
　20人
・フレイルチェック測定会実施圏域
　8圏域
・フレイルチェッ測定会参加者数
　延320人

・大人の活動ガイド「ステップ」改版
・「社会参画・社会貢献ニュース」発行
・プロジェクト推進講演会開催
・福祉施設ボランティア推進事業

・就労支援セミナー
・絵本読み聞かせ講座
・コミュニティビジネス推進事業
・地域活動入門講座

・フレイルサポーター養成講座
　0人
・フレイルチェック測定会実施圏域
　4圏域
・フレイルチェック測定会参加者数
　延32人

・大人の活動ガイド「ステップ」改版の発
行
・「社会参画・社会貢献ニュース」を発行
し区施設、イオンリテール㈱に設置
・プロジェクト推進講演会開催0回
・福祉施設ボランティア推進事業
登録ボランティア 300人

・就労支援セミナー64人
・絵本読み聞かせ講座21人
・コミュニティビジネス推進事業143人
・地域活動入門講座０人

○

○コロナ禍による活動自粛
の影響がある中、フレイル
チェック測定会を非接触で
実施。
○意識啓発としてフレイル
予防をテーマにした冊子
「おうちえ」特集号の配布と
情報提供の方法の一つとし
てイオンリテール㈱に設
置。
○ガイダンス・トライアル事
業はコロナ禍においても感
染対策を施し実施。

【課題】
○コロナ禍の中でフレイル予防事業は非接触で行い、講演活動は
オンラインで一部を行い休止や縮小をした。非接触やオンライン以
外でできなかったことの洗い出し。

【対応策】
○社会福祉協議会、ボランティア、民間と連携をさらに強化しウィズ
コロナ、ポストコロナにおける社会活動の支援のあり方を検討する。

7/11



第８期における
具体的な取組

目標
（事業内容、指標等）

実施内容 評価 自己評価内容 課題と対応策

令和３年度（年度末実績）第８期介護保険事業計画に記載の内容

〇区民への周知

〇板橋区版AIPの認知度
　令和元年度調査より上昇

○広報紙
　 年2回発行・配付

〇板橋区版AIPの認知度
　令和３年度中に調査なし

○広報紙
　 年2回発行・配付

○

○計画値を達成できた。 【課題】
○板橋区版AIPについて区民への周知は十分とは言えず、引き続き
広報紙を発行しつつ配付方法等の再検討が必要。

【対応策】
○病院・薬局等への協力依頼、町会回覧等、あらゆる配布方法を視
野に入れ、より幅広い世代への更なる周知拡大を行う。

〇地域包括支援センターの機
能強化

【実施内容】
○地域包括ケアの連携拠点として、地域包括支援
センターの業務が多様化しているため、各センター
への個別ヒアリング等を通して把握した内容を評価
分析し、更なる業務改善・人員の配置基準について
随時検討を実施していく。

○各センターが実施する人員の確保・育成に資す
るよう、業務の適正化を図ることで、地域の特性に
合わせた運営を支援していく。

【指標】
◯個別ヒアリングの実施
・毎年各センター１回

◯検討・改善の実施
・事業評価を通じて、運営方針及び仕様内容等の
検討及び改善を実施

○相談実績
・毎月の実績の把握

◯個別ヒアリングの実施
　各センター１回実施

◯検討・改善の実施
　事業評価における指標の検討を実施
し、運営方針等の見直しを行った

◯相談実績
　相談件数：110,028件

○

○数値目標を達成した。
○富士見及び桜川地域包
括支援センターの移転に向
けた検討を行った。

【課題】
○令和元年度には、地域包括支援センターの担当圏域を、概ね日
常生活圏域とされる管轄区域とし、19か所の設置となったが、担当
圏域外または担当圏域の端に位置しているセンターが一部あるた
め、地域住民の利便性等からより相談しやすい配置や環境を考え
る必要がある。

【対応策】
○富士見及び桜川地域包括支援センターにおいて、令和４年度中
の移転完了を目指し、検討を行う。
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【給付適正化（全6取組）】

第８期における
具体的な取組

目標
（事業内容、指標等）

実施内容 評価 自己評価内容 課題と対応策

○要介護認定の適正化

【実施内容】
〇認定調査は、認定調査員の資質向上や調査内
容の精度向上に向けた取組を継続しつつ、平準化
に向けたより効果的な改善策について検討してい
く。
〇認定審査は、引き続き業務分析データを活用し、
各合議体に審査判定傾向を提示する。
〇要介護認定を遅滞なく行うため、認定までに要す
る日数を把握し、認定調査員や医療機関に対して
進捗確認を行う。

【指標】
〇認定調査における調査項目の選択や認定審査
の判定結果が東京都平均と同等の水準になるよう
努める。
〇認定審査は、各合議体間の審査判定結果のばら
つき解消に努める。
〇要介護認定申請から認定結果通知までに要する
日数の短縮できるよう努める。

〇複数ある合議体が共通認識を持って
公平な審査判定ができるよう、合議体
長会において東京都と区の審査判定の
特徴や傾向の把握・共有を実施し、判
定根拠の確認などを行った。

○事務局職員の異動者が多かったた
め、新規事務局職員を中心にｅラーニン
グの受講を行った。認定調査への理解
を深め、審査会での審査委員からの質
問内容に対する回答の共有を図った。

〇新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、非参集型（リモート形式）による
現任研修を実施した。eラーニングの実
施と研修資料の「調査員に伝えたいポ
イント」の通読を課題とした。

○

〇昨年よりも、各合議体間
の審査判定結果のばらつ
きが全体として小さくなっ
た。令和３年度認定申請数
は前年と比べ約３割増加し
ており、より迅速な審査の
実施に努めていく。
〇要介護認定申請から認
定結果通知までに要する
日数は令和２年度は３３．２
５日から令和３年度は３２．
５０日へと短縮することがで
きた。引き続き各担当での
進捗確認を行い、より日数
の短縮に努めていく。

【課題①】
○平準化を意識した審査が継続して行えるよう、個々の審査会への
働きをどのように行うか。
【対応策①】
○今期委嘱後2年目となるため、昨年度の判定結果に基づく業務分
析データを各合議体に提示し、東京都平均との比較や区の審査会
間での比較を行う。

【課題②】
○認定調査についての平準化は浸透しつつあるが、調査項目の選
択に多少のばらつきがある。
【対応策②】
○調査票の質の向上に重点を置き、引き続き現任研修への参加勧
奨を促し、現任研修の充実を図る。

○ケアプラン点検

【実施内容】
○東京都のガイドラインを活用したケアプラン点検
に加え、区で作成した自己点検シートを活用したケ
アプラン点検を継続して実施する。
○東京都のガイドラインを活用したケアプラン点検
については、区内のケアマネジャーや地域包括支
援センター職員と協力しながら多職種で行う。
○また、自己点検シートを活用したケアプラン点検
については、居宅介護支援事業所の実地指導件数
や対象事業所を見直すなど、目標件数を実施でき
るよう取り組んでいく。

【指標】
○事業所の指定期間（6 年間）内に1 回の点検

○ケアプラン点検実施状況
　対象事業所　140か所
　（休止6か所を除く）
　実施事業所　26か所
　（実地指導時17か所、ガイドライン2か
所、区への届出7か所）

○実施率（実施÷対象）
　＝18.57％
　（目標:16.67％）
　※対象事業所数は令和3年4月1日時
点 ◎

○自己点検シートを活用し
た郵送による書面検査のケ
アプラン点検を行ったり、頻
回の訪問介護を位置づけ
たプランについてチェック
シートを活用したケアプラン
点検を行ったりすることで、
目標を上回る件数のケアプ
ラン点検を実施することが
できた。

【課題】
○実施指導時に行っていたケアプラン点検が、新型コロナウイルス
の影響により実施件数が減少している。

【対応策】
○新型コロナウイルスの感染状況を把握しながら、事業所の置かれ
ている状況も考慮し、目標件数を確実に実施できるよう実施計画を
見直す。

第８期介護保険事業計画に記載の内容 令和３年度（年度末実績）
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第８期における
具体的な取組

目標
（事業内容、指標等）

実施内容 評価 自己評価内容 課題と対応策

第８期介護保険事業計画に記載の内容 令和３年度（年度末実績）

○住宅改修等の点検

【実施内容】
○不適切又は不要な住宅改修及び福祉用具の利
用がなされていないか点検を行う。このため、利用
者の病状や症状を考慮したものとなっているか、類
似案件と比較し著しく高額でないかを書類審査にて
確認し、必要に応じて事業者の指導や訪問調査等
を行う。
○ケアマネジャーや事業者等への研修及び職員の
リハビリテーション専門職との学習会を継続して実
施する。

【指標】
○住宅改修・特定福祉用具購入申請時の点検件
数 年3,000 件
○住宅改修に関する専門職による訪問調査 年70
件

・住宅改修・特定福祉用具購入申請時
の点検件数　3,171件

・住宅改修に関する専門職による訪問
調査件数　71件

○

○数値目標を達成した。
○申請書及び理由書をは
じめとした各種添付書類を
入念に審査し、必要に応じ
てケアマネージャーや事業
者等に対して指導・助言を
行うことで、業務に関する
知識等を深めることができ
た。
○一方、他部署と連携した
専門職との関わりは十分に
増やすことができなかっ
た。

【課題】
○書類審査を行う職員を増やすだけでなく、他部署と連携した専門
職との関わりを増やすことが課題となっている。

【対応策】
○他部署との連携による住宅改修工事前後の訪問調査の実施

○縦覧点検・医療情報との突
合

【実施内容】
○医療情報との突合については、着実に実施し、
縦覧点検については、現在着手できている帳票の
点検を継続するとともに、より多くの種類の帳票の
点検ができるよう検討を進める。

【指標】
○縦覧点検・医療情報との突合の件数 年4,000 件

○縦覧点検実施状況
5種類の帳票について点検を実施した。
（点検件数7,408件）

○医療突合実施状況
（点検件数257件）

◎

○医療情報との突合を継
続しながら、縦覧点検帳票
の種類を増やすことがで
き、点検件数増につながっ
た。

【課題】
○未着手の帳票の種類が多いことや、業務量が増えている中、今
後においても継続して実施していく必要がある。

【対応策】
○可能な範囲で、未着手の帳票の点検について検討する。
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第８期における
具体的な取組

目標
（事業内容、指標等）

実施内容 評価 自己評価内容 課題と対応策

第８期介護保険事業計画に記載の内容 令和３年度（年度末実績）

○介護給付費通知

【実施内容】
〇利用者負担額と給付費通知の金額確認や利用
者に対して適切なサービス利用及び介護保険制度
の仕組みについての普及啓発を行うことにより、事
業者による不正な給付を抑止・摘発するため、２か
月分の介護サービス費の内訳を郵送するとともに、
わかりやすい給付費通知の見方や利用方法等を
記載した案内を同封する。

【指標】
○年１回サービス利用者に通知

○発送回数　　年1回　15,258通（令和3
年5月及び6月サービス提供分）

○

○数値目標を達成した。
○通知内容の見直しによ
り、給付適正化の趣旨が伝
わりやすくなった。

【課題】
○利用者が、通知をもとに自己の支払金額と比較することを継続し
て促していく必要がある。

【対応策】
○通知発送後に寄せられた利用者からの問い合わせ内容をもと
に、通知内容の改善点を把握し、よりわかりやすい通知になるよう、
改善を継続する。

○給付実績の活用

【実施内容】
○国民健康保険団体連合会から提供される帳票等
の給付実績を基に、限度額に対してサービスが過
剰・過少な計画や、特定サービスに偏りのある計画
等平均値から乖離している計画を抽出する。

【指標】
○給付実績を実地指導の対象事業所の選定及び
ケアプラン点検の対象者抽出の際に活用し、より効
率的・効果的な事業者の指導につなげていく。

○給付実績の活用状況
ケアプラン点検及び実地指導の際に給
付実績を活用して、事業所の状況を確
認した。

△

○事業所の状況の確認に
活用し、ケアプラン点検の
対象者抽出を効率的に実
施することができたが、平
均値から乖離している計画
を抽出後の業務について
検討中のため。

【課題】
○実地指導の対象事業所の選定時により活用できるよう、データの
分析・整理が必要である。
○また、平均値から乖離している計画について、試験的に行ってい
るが、抽出条件の設定を検討する必要がある。

【対応策】
○国保連の研修への参加、他区の状況等を参考にしつつ、効率的・
効果的な活用方法を検討する。
○限度額に対してサービスが過剰・過少な計画や、特定サービスに
偏りのある計画等平均値から乖離している計画を作成している事業
所に対するケアプラン点検を検討している。
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